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長野県の森林・林業の現状と課題

長野県森林づくり県民税を活用した取組

第１期（H20～H24）及び第２期（H25～H29）の取組

第３期（H30～R４）の取組（残高の推移を含む）

今後の森林づくりに向けて

森林税に関する意見等の状況

令和５年度以降の森林税の方向性

令和５年度以降の森林税を活用した取組（案）
Ⅰ 森林の若返り促進と安全・安心な里山づくり
Ⅱ 森や緑、木のぬくもりに親しむことのできる環境づくり
Ⅲ 森林・林業活動に取り組む多様な人材・事業体への支援
第３期との主な相違点

森林税と森林環境譲与税の整理

県の財政状況及び税率の検討の経過（ケースごとの比較）
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(出典:令和４年度林務部業務概要）

長野県の森林・林業の現状と課題

• 民有林の人工林面積は335千haで全国第３位。森林資源は確実に増加している。
• 再造林は昭和30年代の戦後に集中的に行われた後に減少傾向にあったものの、近年は微増傾向

人工林面積は全国
第３位

【図１ 長野県の民有林人工林樹種別面積】
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（単位：年度）

（単位：ha）
【図３ 長野県の再造林の推移】

【図２ 民有林森林資源（蓄積）の推移】

県内の森林資源は、先人
のたゆまぬ努力により着
実に増加

（単位：年度）

（単位：百万m3）

再造林は近年減少傾
向であったが、平成29
年度から微増傾向

※グラフ内の数値は端数を四捨五入しているため、計が一致しないことがある。
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長野県の森林・林業の現状と課題

• 近年、間伐面積は減少傾向
• 素材生産量は増加傾向だが、近年はその伸びが鈍化

２

【図４ 間伐面積及び間伐材の搬出材積の推移】

25

20

15

10

5

（単位：万ha）

間
伐
面
積

搬
出
材
積

（単位：万m3）

（単位：年度）

【図５ 素材生産量の推移】
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(出典:令和４年度林務部業務概要（一部データ追加））

（H27からはﾊﾞｲｵﾏｽ用）



(出典:令和４年度林務部業務概要（一部データ追加））

長野県の森林・林業の現状と課題

• 林業労働者数は長期的に減少傾向にある中、令和２年度から増加傾向に転じている。
• 林業死傷者数は、減少傾向であるものの、死傷率が全産業の約10倍であり、更なる安全性の向上対策が

必要

【図６ 作業別林業就業者数の推移】
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（単位：人）

【図７ 長野県の林業死傷災害件数及び

全国の死傷年千人率（全産業・林業）の推移】

（単位：年度）

林業の死傷率は
全産業の約10倍

(出典:林務部業務資料）

令和２年度から
増加傾向



長野県森林づくり県民税（以下、「森林税」とする）を活用した取組

• 森林の持つ多面的な機能を維持・増進させるため、これまでの財源では十分に対応できなかった里山におけ
る間伐等を集中的に推進するために森林税を導入し、平成20年度から事業を実施している。

４

第１期
（H20～24）

第２期
（H25～29）

第３期
（H30～R４）

次期（案）
（R5～９）

里山整備（間伐）

間伐材の搬出、間伐材等の利用

里山の多面的利活用（里山整備利用地域など）

再造林の加速化

森林環境譲与税の譲与
開始（H31～）

森林環境税の徴収開始
（R6～）

税収：約32億円 約34億円 約34億円 約34億円

森林整備等に係る主な取組の変遷



• 第１期及び第２期において集中的に取り組んだ里山の間伐については、
H20～H29までの10年間（H30への繰越分を含む）で実施面積31,964ha
（計画の83％）

第１期（H20～H24）及び第２期（H25～H29）の取組 5

年度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30※ 計

計画 2,000 4,000 5,400 6,000 6,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 － 38,400

実績 1,721 3,341 5,299 5,885 4,257 3,282 2,113 1,853 1,319 1,782 1,112 31,964

【森林税を活用した間伐面積の推移】 （単位：ha）

※H29からの繰越分



• 第２期（H25～H29）では間伐材を搬出して活用を推進するための支援
を新たに実施。制度見直しを行いながら、５年間（平成30年度への繰越分を含む）

の実績は23,996m3（計画の約120％）

第１期（H20～H24）及び第２期（H25～H29）の取組 ６

【森林税を活用した間伐材搬出材積の推移】

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30※ 計

計画 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 － 20,000

実績 1,225 2,152 2,442 1,470 9,613 7,094 23,996

※H29からの繰越分

（単位：m3）

径20㎝長さ4mの
丸太15万本分



「防災・減災」及び「住民等による

利活用」のための里山等の整備

約28億3千万円（68.8%)

地域の課題解決のための

取組に対する支援

約4億5千万円（10.9%）

自立的・持続的な森林管理の

ための間伐材等の利活用

約3億8千万円（9.3%）

多様な県民ニーズに応える

ための森林の利活用

約3億8千万円（9.3%）

森林づくりに関する普及啓発や

企業等の連携による森林づくり

約4千5百万円（1.1%）

森林づくりに関わる人材の育成

約2千6百万円（0.7%）

H30～R4

執行見込額

約41億2千万円

• これまでの里山の間伐に加え、地域住民による里山の管理・利用といった
新しい仕組みを開始

• また、使途を拡げて幅広く森林づくりの取組を進めてきた。

第３期（H30～R4）の取組 ７

森林づくり推進支援金
（市町村が地域の課題に応じて行う森林づくりの取組）

【第３期長野県森林づくり県民税の主な使途】

※H29からの繰越額約2.1億円を含む
（第３期の税収による執行見込額は約39.1億円）

※



第３期（H30～R4）の取組

第３期森林税残高※の推移

８

※森林税残高：森林づくり県民税基金残高に翌年度への繰越額を加えた金額であり、翌年度に活用可能な森林税の残高

第２期末に７億円を超えていた森林税残高は、第３期において活用の使
途を拡大し、令和元年度から令和３年度にかけて単年度税収額を上回る執
行額となったことから、令和４年度末にほぼゼロとなる見込み。



ア 「防災・減災」及び「住民等による利活用」のための里山等の整備
①防災・減災のための里山整備

・面積当たりの搬出材積の増による単価上昇、木材搬出のための作業道
整備に伴う１箇所当たりの作業量の増等により、計画の4,300haに対し
令和４年度末まで約2,800haの実績となる見込み。

第３期（H30～R4）の取組 ９

【防災・減災のための里山整備（間伐）の実施状況】 （単位：ha）

年度 H30 R元 R2 R3 R4見込 実績見込計 H30～R4計画

実績 115 803 808 636 444 2,806 4,300

整備された里山

第3期末で約1,500ha
が残る見込み



ア 「防災・減災」及び「住民等による利活用」のための里山等の整備
②住民等による利活用

・「里山整備利用地域」数が第３期開始前の５地域から105地域にまで
増加。地域住民との協働による里山の整備に必要な作業道整備や資機
材の導入、森林整備等を支援

第３期（H30～R4）の取組 10

竹林整備を通じた地域内外との交流
（安曇野市明科清水）

地元小学生による植樹活動
（諏訪市北真志野）



ア 「防災・減災」及び「住民等による利活用」のための里山等の整備
③ライフライン等保全対策、河畔林整備など

・豪雨時に橋梁部で川をせき止めるなど水害の発生要因となりうる危険木、
枯損木等の除去などの河畔林の整備やライフライン沿いの危険木の伐採
を実施

第３期（H30～R4）の取組 11

ライフライン（ここでは電線）沿いの
危険木伐採

河畔林の整備
上：整備前
下：整備後

取組内容 目標値 実績見込み

安全が確保される主要な
ライフライン等

概ね150箇所 177箇所

防災効果が高い箇所での
河畔林の除間伐

概ね175箇所 189箇所

【主な取組の実績見込み（５年間の計）】



イ 自立的・持続的な森林管理のための間伐材等の利活用
・木と触れ合う機会を提供するため、

幼稚園や保育園といった子どもの居場所の木造・木質化
観光地における道路等の公共サインの整備

多くの方が利用する県有施設や民間施設の木質化 を実施・支援
・木材の地消地産を推進するため、

薪を流通させるための仕組みづくり

松くい虫被害木等をﾊﾞｲｵﾏｽｴﾈﾙｷﾞｰとして活用する取組 を支援

第３期（H30～R4）の取組 12

キッズコーナーの木質化 県産材の経木ランプの製作カフェ・バーの木質化

取組内容 目標値 実績見込み

子どもの居場所の木質化、木製家具・木のおもちゃ等の設置 概ね270箇所 303箇所

県民が多く訪れる民間施設・県有施設の木質化・調度品設置 概ね35箇所 30箇所

薪流通のモデル的な取組 概ね10件 10件

【主な取組の実績見込み（５年間の計）】



ウ 森林づくりに関わる人材の育成
・自立的・持続的な森林管理を進めるため、

里山を整備・利用する地域活動のコーディネート

技術指導を行う人材の育成等 を実施
・森林セラピー等のコーディネーターの育成、自然教育・野外教育
プログラムの開発と指導人材の育成を実施

第３期（H30～R4）の取組 13

地域リーダーの育成
（チェーンソー安全研修）

ワシタカ観察会
（自然教育・野外教育）

森林セラピー
コーディネーター研修

取組内容 目標値 実績見込み

地域リーダーの育成 概ね150人 150人

モデル的に自然教育プログラムを実施する学校 30校 19校

【主な取組の実績見込み（５年間の計）】



エ 多様な県民ニーズに応えるための森林の利活用
・教育や子育てにおける森林の利活用を推進するため、学校林の整備、
「信州やまほいく（信州型自然保育）認定制度」による認定園の
フィールドや施設整備を支援

・主要道路や鉄道周辺、観光地のビューポイントなどにおいて、地域の
景観に適した街路樹や森林を整備

・森林セラピー基地の整備や、市町村や民間団体が行うまちなかの緑地
整備を支援

第３期（H30～R4）の取組 14

「やまほいく」における、整備
したフィールドの活用状況

高速道路沿いの景観整備のための枯損木伐採
（左：整備前、右：整備後）

取組内容 目標値 実績見込み

やまほいく認定園のフィールド整備 概ね25園 25園

地域の景観に合致した間伐等 概ね110ha 118ha

【主な取組の実績見込み（５年間の計）】



オ 市町村に対する財政調整的視点での支援（森林づくり推進支援金）
・第３期は0.9億円／年を市町村に配分。森林に関する各地域の様々な課題
解決のために市町村が独自に行う取組を支援

・実施内容は県下10地域の「みんなで支える森林づくり地域会議」におい
て検証し、県ホームページで公表

第３期（H30～R4）の取組 15

【使途の内訳】 【主な活用事例】

松くい虫対策等
40%

その他森林づくり活動
12%

景観整備
13%

緩衝帯整備等
17% 間伐材の利活用等

18%

令和３年度
活用内訳

緩衝帯整備（白馬村）

森林学校の開催（飯田市） 薪ストーブ設置（中川村）



今後の森林づくりに向けて 16

民有林人工林の齢級構成の他県との比較
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齢級 ※１齢級は５年単位

北海道 岩手県 宮崎県 長野県

（2017年時点：素材生産量上位３道県と面積比で比較）

素材生産量が多い道県では再造
林が着実に進んでいる
（北海道、宮崎は１、２齢級の若い
林がそれぞれ全体の３～４％存在）

長野県の50年生を超える森林の比率は他県
に比べると高い（長野69％、他道県30～42％）

出典：林野庁 森林資源現況調査（平成29年３月31日現在）を基に林務部作成



○ 民有林人工林33万５千ヘクタールのうち、地形（平均傾斜30度以下）や
道路からの距離（200ｍ以内）などの条件から、約10万ヘクタールを
「林業経営に適した森林」に設定
（市町村森林整備計画の「特に効率的な施業が可能な森林」等に位置づけ）

○ 「林業経営に適した森林」では計画的な主伐に加えて、主伐後の再造林を
毎年1,250ヘクタール程度実施し、将来にわたって木材生産が可能となるよう
な森林づくりに取り組む。（実際に主伐を行う時期は樹種や成長度合い、木材の需要等

により違いがあるが、様々な建築用材等に利用可能な太い木材の生産が見込める80年のサイ

クルを念頭に毎年1,250haの再造林を想定）

今後の森林づくりに向けて 17

「林業経営に適した森林」における計画的な再造林

人工林

335千ha

天然林

334千ha

その他

19千ha

民有林687千ha

林業経営に適した森林

100千ha

林業経営に適した森林以外の

森林235千ha

・計画的な主伐を実施

・10年後には毎年1,250haの
再造林を実施

針広混交林化、広葉樹林化など
極力人手が必要とならない森林へ誘導



今後の森林づくりに向けて 18

今後の再造林面積等の推移見込み
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（主伐 1,250ha）

間 伐 7,940ha
再造林 280ha
（主伐 560ha）

間 伐 2,768ha
再造林 1,250ha
（主伐 1,500ha）

5年後には再造林面積を
年1,000haにまで増加

10年後には再造林面積を
年1,250haにまで増加
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主伐･再造林を促進した場合の木材生産量のシミュレーション
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今後の森林づくりに向けて 20

2050ゼロカーボン達成のシナリオ

再エネ転換が難しい産業用高温炉などのCO2や、CO2以外の温室効果ガス
（171万t-CO2）を上回る森林吸収量（200万t-CO2）を確保し、排出量
実質ゼロを目指す。



1,017 1,017 1,017 1,017 1,017 1,017 

6,250 6,250 6,250 6,250 

5,750 

3,400 

0.4
4.8

11.0
14.2

11.9 11.72.3

29.3

67.5

87.3

67.2

39.2

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

0

2,000

4,000

6,000

8,000

1 2 3 4 5 6

CO2

吸収量

（千t-CO2/年）

面積

（ha）

齢 級 （1齢級は5年間）

30年後（現状推移の場合）の人工林面積 30年後（加速化の場合）の人工林面積

30年後（現状推移の場合）のCO2吸収量 30年後（加速化の場合）のCO2吸収量

●1年生～30年生の吸収量合計
現状推移 54千t-CO2/年
再造林促進 293千t-CO2/年

差 239千t-CO2/年

今後の森林づくりに向けて 21

30年後の二酸化炭素吸収量の比較（試算）

人
工
林
面
積
（
棒
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）

○ 再造林を促進した場合と現状のペースのままの場合を比較すると30年後の
「植林後30年生以下の森林」におけるCO2吸収量は24万t-CO2/年の差（図の
赤色部分）と試算される。

Ｃ
Ｏ
２
吸
収
量
（
折
れ
線
グ
ラ
フ
）



今後の森林づくりに向けて

○ 普段の暮らしの中で森林や木を身近に感じるとき（令和４年度第１回県政モニターアンケートから）

• 「普段の暮らしの中で森林や木を身近に感じるときはどんなときか」との問に対し、「森林の美しい景観を
みたとき」が最も多く（85.6％）、次いで「山菜やきのこなどを採りに山に入ったときや、それらを食べ
たとき」（47.9％）、「キャンプや登山・森林浴など森林に囲まれながら野外活動をしているとき」
（37.6％）の順となっている。

（複数回答、回答数862）

22

その他としては、「家の窓から木々が見える時」、「通勤時」、
「庭木の剪定時」等の回答が見られた。
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みんなで支える森林づくり県民会議※（R4.5.18、8.29開催）

・森林の整備には財源が必要。森林税は続けてほしいが、新しい時代に沿った使い方、
運用の仕方の構築を。

・ 森林税事業で行っている人材育成は５年間の進捗率が非常に低いので、事業構築が
妥当かどうか考えることが必要。次期森林税があるとすれば、事業体の増加に繋が
るような事業構築を。

・ 主伐しても再造林が追い付かないという話も聞く。森林税の在り方として、防災・
減災の観点から生命や林業自体を守ることのみならず、将来のための投資として
使っていくことに主眼を置くべきでは。

・ 日本は緑が豊かであり、森林は財産。これを国家としても、地域としても有効利用
して資産として運用していくことが重要。CO2の吸収の観点からみても森林は大変
有効。森林税は新たな視点や目標を据えて継続を。

・ 再造林の加速化について、ゼロカーボンに加え木材資源の有効活用のための適期の
利用という観点も入れてもらいたい。

・ 市町村と連携した課題解決の支援では、特に市町村から要望の高い取組について県
民の理解を得ながら、予算を重点配分いただきたい。

・ 森林税、森林環境譲与税だけでなく、他財源を含めた全体像を見る中で、県として
取り組む内容を明確にして進めていくことが重要

※みんなで支える森林づくり県民会議：県民の代表等からの意見を、森林税活用事業等に反映させることを目的として開催
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みんなで支える森林づくり地域会議※（R４年６月～９月開催）

・ 浸透してきた森林税をぜひ継続していただきたい。

・ 里山整備事業では小面積でも整備ができることから、県民参加で里山を整備してい
く機運が高まっている。こうした整備を継続することが、人が山に入って手入れを
することにつながるため、ぜひ森林税の継続をお願いしたい。

※みんなで支える森林づくり地域会議：地域住民の代表等からの意見を、各地域での森林税活用事業等に反映させることを目的として開催

市町村（長野県市長会要望（令和４年５月））

課税期間が令和４年度までとなっている森林税について、森林税を活用した防災・
減災のための里山整備が当初の目的に達しておらず、また、地域からの要望が多い観光
地等の景観整備や脱炭素社会づくり・ゼロカーボンの実現など課題解決のためにも継続
して取り組む必要があることから、令和５年度以降も森林税を継続するよう要望

県議会（令和４年６月定例会農政林務委員会 委員長報告）

森林税に関しては、来年度以降の継続も視野に入れて検討を深めるとの説明があっ
た。委員からは、森林税の成果を十分に検証することを求める意見や、森林整備等を一
層推進すべきとの意見が出された。



森林税に関する意見等の状況 25

その他関係団体からの意見等

長野県林業団体協議会（令和４年２月、議会への陳情）

森林税活用事業については、これまで３期の取組で里山を中心に県内の森林整備が進
んできているものの、防災・減災のための森林づくり、県民生活に身近な森林の整備や
脱炭素社会づくり・ゼロカーボンの実現など、依然として取組の継続・強化が必要なこ
とから、令和５年度以降も森林税を継続することを陳情する。

長野県林業振興研究会（令和４年９月、知事への要望）

森林税活用事業については、これまでの取組で県内の森林整備の計画・実施が進んで
いるが、予算の関係等から計画した事業が実施できないケースも一部で出ており、依然
として防災・減災のための森林づくりなどを含めて事業実施の必要性が高いと考えられ
るので、森林税の継続をお願いする。

※長野県林業振興研究会は、県議会議員、長野県森林組合連合会、長野県木材協同組合連合会等で構成
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森林税アンケート結果（主なものの抜粋）
○ 調査期間

令和４年７月末～８月末

○ 調査対象及び回収状況

○ 令和５年度以降の森林税の継続の是非
県民の７割弱、企業の約８割が継続に賛成

○ 森林税を活用した大切な取組
18項目の選択肢のうち、県民及び企業が大切な取組と考える上位４項目は以下のとおり



• 本県の多くの森林が伐採適齢期を迎える中で、旺盛な成長力を持つ若い
森林に更新するための主伐・再造林の推進は、2050ゼロカーボンを実
現し、林業県への飛躍を図るための喫緊の課題

• 林業人材の確保や防災・減災のための森林整備、里山の利活用やまちな
かの緑化推進などは、これまで以上にその必要性が高まっている状況

こうした施策の重要性と県民会議の御意見、県民アンケート
の結果などを踏まえ、令和５年度以降も森林税の延長が必要

今回の基本方針案では、次期森林づくり県民税を活用して実
施する必要性が高い施策を４つの柱で整理

令和５年度以降の森林税の方向性 27



（単位：億円／５年）

令和５年度以降の森林税を活用した取組（案） 28

新

Ⅳ 市町村と連携した森林等に関連する課題解決の支援
9.0億円

Ⅴ 13 普及啓発、評価検証
0.4億円

Ⅲ 森林・林業活動に取り組む多様な人材・事業体の支援
2.6億円

７ 森林サービス産業など森林の多面的利用の支援
□森林の健康利用や森林環境教育、観光利用等に取り組む
団体の活動支援

□森林を活用した新たなビジネスの起業支援
□森林（もり）の里親契約の促進（企業と地域のマッチ
ング）

□森林セラピーやエコツーリズム等のガイド、森林環境
教育等の指導者、里山管理人材等の育成

1.5

0.1

８ 多様な林業の担い手の確保・育成
□森林・林業に関わる人材の裾野拡大
□他産業との兼業や季節的な雇用など多様な林業の担い手
への支援

1.0

市町村への定額配分による「森林づくり推進支援金」に替え、
地域において必要度の高い事業をメニュー化して支援

9 ライフライン等保全対策 2.0

10 河川沿いの支障木等伐採 2.0

11 観光地の景観や緩衝帯の整備 2.0

12 病害虫被害対策 3.0

□県民会議の運営など森林税の普及啓発
□事業の評価・検証

新

Ⅰ 森林の若返り促進と安全・安心な里山づくり
15.6億円

Ⅱ 森や緑、木のぬくもりに親しむことのできる環境づくり
6.8億円

新

新

１ 再造林の加速化
□再造林等の嵩上げ補助により主伐・再造林を促進し若い
森林への更新を加速化

11.3

２ 防災・減災のための里山整備
□土砂災害や流木被害等を防止するための里山の間伐等
整備

4.3

３ 県民が広く親しめる里山づくり
□県民が広く利用できる「開かれた里山」の整備・仕組み
づくり

2.8

４ 広く県民が利用する施設等の木造・木質化等
□県民が利用する公共施設の木造・木質化
□民間施設や子どもが主に利用する施設の木造・木質化

2.0

５ やまほいくのフィールドや学校林の整備等
□信州やまほいく認定園のフィールド整備

□学校林の整備支援

0.3

0.3 

６ まちなかの緑・街路樹の整備
□信州まちなかグリーンインフラ推進計画に基づくまち
なかの緑化・整備

□街路樹の整備支援

0.9

0.5

合計 34.4億円
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１【新】再造林の加速化
目的：2050ゼロカーボンの実現に向け、民有林人工林の８割が50年生

を超える本県の森林がCO2吸収機能を更に発揮できるよう、国庫
補助事業と森林税を組み合わせて活用することにより、若い森林
への更新を加速化

○ 補助率：10/10（国庫及び一財 7/10、森林税 3/10）

森林税：11.3億円（５年間の額）

目指す姿：計画的な主伐・再造林により資源の循環利用を行う森林
（地形や道路からの距離などの条件から算定した効率的な施業
が可能な森林）を約10万haと想定し、今後10年かけて80年
サイクルで更新する仕組みを構築
→ 当面５年後（R9）の再造林面積を年間1,000haとする

10年後には再造林面積を年間1,250haへ
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➢ 再造林とその後の下刈り等に必用な経費を支援
実施に当たり、以下の取組を推進
①造林の省力化・効率化の推進
②森林所有者との森林整備協定の締結
③地域材の安定供給のための取引協定の締結
④環境配慮の推進（生物多様性に配慮）
⑤獣害対策の推進（捕獲従事者と連携・協力
したシカ捕獲の推進など）等

➢ 森林税を活用し、５年間で2,900haの再造林等を支援

推進する取組の例（イメージ）

機械を用いた地ごしらえ作業 乗車型の機械を用いた下刈り作業

① 省力化・効率化の推進

② 森林所有者との協定締結 ③ 地域材安定供給のための協定締結
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２ 防災・減災のための里山整備
目的：各地で頻発している土砂災害や流木被害等を防止するための

里山整備の実施

○ 補助率：9/10※
国庫補助金の要件緩和（面積要件等）により、一部の里山整備事業で国庫を活用する。

※国庫補助金の活用箇所の財源は、国庫及び一財 7/10、森林税 2/10

森林税：4.3億円（５年間の額）

目指す姿：防災・減災のための里山の間伐（第３期までの未整備分）
概ね1,500ha/５年間

里山整備（集落上部の間伐）

Ⅰ 森林の若返り促進と安全・安心な里山づくり
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３【新】県民が広く親しめる里山づくり
目的：多くの県民や県外から長野県に訪れる方が利用できる

「開かれた里山」の仕組みづくり

○ 補助率：9/10ほか
森林税：2.8億円（５年間の額）

目指す姿：これまで地域が自ら整備に取り組んできた里山の質を向上
させ、より多くの方に利用されること
→ 県民等が広く利用できる里山を県内各地域に整備

概ね50箇所/５年間

子どもたちの活動場所「わんぱく広場」
の整備（須坂市 離山）

○ 事業概要
・修景林間整備、歩道開設、花木植栽、ソフト支援等
・周知（情報提供）の仕組みや利用ルールの検討
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○事業概要
森林の多様な利活用を推進するための人材育成やNPO等の団体

活動、企業連携、創業など、森林の利活用に関する活動を支援

■森林の利活用

• 森林を健康・教育・観光等の多様な分野で利活用する

「森林サービス産業」に取り組む団体等への支援

• 森林を活用した新たなビジネスを立ち上げるための

スタートアップ支援（森林のＭＴＢ利用など）

• 企業との連携による森林整備や利活用の促進

（企業と地域とのマッチング）

■人材の育成

• 森林セラピーやエコツーリズム、環境教育のコーディ
ネーター・ガイド・指導者等の育成

• 里山の整備や利活用をリードする指導的な人材の育成

教 育

健 康

観 光

企業活動

・森林環境教育
（幼少期から小中高校）
・自然体験（生涯学習）

・森林セラピー
・クアオルト
・森林浴

・ｷｬﾝﾌﾟ、ｸﾞﾗﾝﾋﾟﾝｸﾞ
・ﾌｫﾚｽﾄ・ｱﾄﾞﾍﾞﾝﾁｬｰ
・ＭTB、ﾄﾚｲﾙﾗﾝ

・森林の里親（支援活動）
・森林ボランティア
・社員研修

多様化・高度化する森林の利用形態（事例）

７【新】森林サービス産業など森林の多面的利活用
目的：健康・教育・観光等の多様な分野で森林空間を活用することで交流人口を増加

目指す姿：地域主体の質の高いサービスを提供することで、山村地域の内発的な発展を推進
→ 森林サービス産業に取り組む地域ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ数：概ね50PJ/５年間 等

○ 補助率：ソフト定額、ハード1/2

森林税：1.6億円（森林ｻｰﾋﾞｽ産業：1.5億円、ｴｺﾂｰﾘｽﾞﾑｶﾞｲﾄﾞ0.1億円）（５年間の額）
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既存の施策を踏まえた
支援策を別途検討

・職業体験
・林業関連イベントや就業希望
者等への体験活動

・里山利活用人材の育成

・新規就業支援
・他産業との兼務促進
・就業環境整備
（安全、福利厚生）

➢ 林業の就業者育成・確保施策は、一定規模を有し生産性の向上を目指す「意欲と能力のある林業経営者」
と「育成経営体」に集中している。

➢ 一方で、小規模で地域の需要に柔軟に対応できる個人事業者等は、林業への新規参入が比較的容易で、他
産業との兼業などにより、保育作業など地域の林業を支える重要な担い手となり得るが、支援策が手薄な
ため新規就業促進や就業環境改善等の支援策を措置

➢ また、多様化する森林へのニーズに対応し、山村地域の交流人口の増加を図るとともに、将来の林業就業
者となり得る理解者の裾野の拡大に向けた支援策を措置

多様な林業の担い手の確保・育成

規模：大

169

意欲と能力のある
林業経営者

46

育成経営体
47

その他の事業体
76

林
業
事
業
体

林業の中核的担い手
（森林組合、素材生産事業者等）

就業意欲を喚起

多様な林業の担い手
（自伐型林業、個人事業主等）

森林の利活用人材

林業への就業希望者

森林の関心を持つ者
（就業希望者や学生等）

森林・林業の理解者

主な施策の方向性

・生産性・経営力の向上
・就業環境の整備、安全対策
・新規就業者の確保・育成
・スキル・キャリアアップ 等

林家、地域リーダー、他分野事業者等

・林業のイメージアップ、
周知

・里山利活用人材

新規就業

関係（交流）人口の増加

林業人材の確保・育成

相互連携

事業体（就業者）の構造

多様な林業の担い手への支援

森林・林業に関わる人材の裾野
拡大

・他分野との兼業、
副業としての林業

・就業環境の整備、
安全対策 等

次期森林税

（参考） 林業における担い手の確保・育成
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８【新】多様な林業の担い手の確保・育成
目的：多様な林業の担い手である小規模事業者の活動を支援

林業の認知度の向上により、新規就業につながり得る潜在的な就業希望者を拡大

○ 補助率：定額
森林税：1.0億円（５年間の額）

目指す姿：多様な人材による森林・林業への関わりの拡大、小規模事業体の機動性を
活かした他産業との兼業や季節的な雇用など林業への多様な関わり方の定着
→ 多様な林業に関わる新規就業者数：概ね200人/５年間

○事業概要
職業としての「林業」の認知度の向上により、潜在的な

新規就業者の拡大に取り組むとともに、小規模林業事業者
に対する人材確保策対策を講じることで、林業を支える裾
野の担い手となる就業者を確保

■森林・林業に関わる人材の裾野拡大
• 中学校における職業体験
• 林業関連イベントや就業希望者等への体験活動 など

■多様な林業の担い手への支援
• 他産業との兼業や林福連携に取り組む事業者に対す

る給付金
• 就業に必要な装備品等に対する準備金の支給
• 特別教育や特殊検診等の職場環境の改善を図る事業

者の支援 など

多様な林業の担い手

新
規
就
業

林業職業体験、認知度向上

【雇用形態】
・兼業等多様な働き方
【育成人材】
・保育作業等地域の課題
に対応できる従事者

林業への就業

いわゆる林業事業体

【雇用形態】
・基本的に通年雇用
【育成人材】
・主に素材生産従事者

就
業
環
境

【福利厚生】
・特殊検診・蜂アレルギー

【安全対策】
・特別教育
・巡回指導、装備品等

【福利厚生】
・特殊検診・蜂ｱﾚﾙｷﾞｰ
・退職金制度加入促進
【安全対策】
・特別教育、資格取得
・巡回指導、装備品等

就
業
後

【スキルアップ】
・労働安全
・生産性・経営力向上
【キャリアアップ】
・管理者、経営者

【スキルアップ】
・労働安全
・幅広い技術習得

・林業イベントの開催 ・中学校職業体験

他
の
補
助
制
度
の
対
象
と
な
ら
な
い
事
業
者
の
支
援



令和５年度以降の森林税を活用した取組（案） 36

第３期との主な相違点

○ 今後の森林整備等の重要性に鑑み追加する事業
• 森林資源の有効活用と更新のための再造林の加速化
• 県民が広く利用できるような里山の仕組みづくり
• 森林の多面的利活用や多様な林業の担い手の確保支援

○ これまでの取組の達成状況等を考慮し見直す県事業
• 河畔林整備事業（県事業）
• 道路への倒木防止事業（県管理道路沿線の危険木伐採）
• 自然教育・野外教育推進事業

○ 森林環境譲与税との関係等を整理して見直す補助事業
• 森林づくり推進支援金

（定額配分を見直し地域において必要度の高い事業をメニュー化）

• 県産材公共サイン整備事業
• 薪によるエネルギーの地消地産推進事業



森林税と森林環境譲与税の整理

国

国民の皆様
（納税義務者）

都道府県

市町村

市町村

※令和６年度から （注）

森林環境税
（1,000円/年）

※令和元年度から
森林環境譲与税

森林整備を実施する
市町村の支援等

（注）東日本大震災に関連した防災のための税（1,000円/年額）が令和５年度
に終了し、令和6年度から森林環境税（国税）が徴収される。

• 国では、平成30年5月に成立した森林経営管理法を踏まえ、森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保す
る観点から、森林環境税を創設

• 森林環境税は、令和6年度から国内に住所のある個人に対して課税される国税であり、市町村において、
個人住民税均等割と併せて１人年額1,000円が徴収され、国から森林環境譲与税として県・市町村へ譲与

納税から譲与までの仕組み

市町村が実施した森林整備（茅野市）

森林所有者自ら管理を行う意思がなく、森林整備が
必要な森林について、森林経営管理制度に基づく計
画を作成し、間伐作業を行いました。

（間伐後の森林の様子）

市町村の活用事例

森林の状況判読技術や、境界確認技術等の推進の
ために必要な資機材を導入し、林業従事者等への研修
を行いました。

（GNSSを活用した境界確認実証）（CS立体図を用いた地形判読研修）

林業従事者向けの研修開催(上田地域の市町村)

長野県及び県内市町村への譲与額

年度
R1

（実績）
R2

（実績）
R3

（実績）
R4～

（見込）
R6～

（見込）

県 1.2億円 1.9億円 1.9億円 1.9億円 1.9億円

市町村 5.0億円 10.5億円 10.5億円 13.7億円 16.8億円

計 6.2億円 12.4億円 12.4億円 15.6億円 18.7億円
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森林環境税及び森林環境譲与税について

森林整備及びその促進
（間伐や人材育成・担い手の確保、木材利用の促進や普及啓発等）



森林税と森林環境譲与税の整理

• 森林経営管理制度は、平成31年４月からスタートした制度で、経営管理が行われていない森林について、
市町村が森林所有者の意向を確認し、委託を受け経営管理することや、林業経営者に再委託することにより、
林業経営の効率化と森林の管理の適正化を促進する制度

経営管理を
委託

経営管理を
再委託

森林所有者
※所有者が不明森林へも対応

市町村

林業経営に
適した森林

林業経営に
適さない森林

林業経営者

市町村が自ら管理
(森林環境譲与税を活用)

意向を
確認

新たな制度を追加

これまでは森林所有者自ら、
又は民間事業者に委託し経営管理

38

森林経営管理制度について



➢ 森林づくりを効果的に行っていくためには、県と市町村が
それぞれの役割に応じて、また適切に連携しながら施策を
推進することが重要

➢ 森林税は、県が、今後５年間で集中的に取り組むべき喫緊
の課題への対応を目的とし、
・全県で政策的・先導的に取り組むべき施策
・森林等に関連した県民の暮らしの向上につながる施策
・県民が森林や緑の恩恵を身近に感じることができる施策
に活用するもの

➢ 森林環境譲与税は、主に市町村が主体となり、これまで森
林所有者による手入れがされてこなかった森林の管理を持
続的に進めることに活用するもの

森林税と森林環境譲与税の整理 39



森林税と森林環境譲与税の整理 40

※上記の記載については、森林税と森林環境譲与税の違いを明らかにするため整理したものであり、森林環境譲与税の使途に
ついては上記以外も含め「森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律」に規定されている

森林税と森林環境譲与税の使途の整理



森林税と森林環境譲与税の整理 41

森林整備等における他財源も含めた活用イメージ



• 県では、森林税導入の１年前に、「長野県行財政改革プラン」（平成19～
23年度）を策定して歳入確保・歳出削減の取組を進め、その後は「長野県
行政・財政改革方針」（平成24～28年度）や「長野県行政経営方針」
（平成29年度～）を踏まえ、持続可能な財政構造の構築を図ってきた。

• しかしながら、高齢化等による社会保障関係費の増加や防災・減災対策の
強化に伴う県債残高の増加等により、今後の県財政は引き続き厳しい状況
が継続する見通しであるため、より一層森林整備等に取り組むためには、
一般財源等のみでは困難な状況。

• なお、県としては、今後も行財政改革の推進に一層積極的に取り組んで
いく。

県の財政状況 42



ケース 必要な税率等 実施しようとする主な事業

【ケース１】
これまでの実績等を踏
まえ「必要な取組」を
すべて実施する場合

個人617円相当
法人6.2％相当
税収42.4億円/５年

• 「再造林の加速化」といった喫緊の課題である森林の若返
りや、「防災・減災のための里山整備」に取り組むことが
できる。

• 森や緑、木のぬくもりに親しむ取組、森林・林業活動に取
り組む多様な人材・事業体育成、市町村支援事業を幅広く
行うことができる。

【ケース２】
「必要な取組」のうち
喫緊の課題や重要な取
組を選択して実施する
場合

個人500円
法人５％
税収34.4億円/５年

• ケース１同様、事業を幅広く行える。なお、
✓ 県民が広く親しめる里山づくり
✓ 広く県民が利用する施設等の木造・木質化等
✓ 市町村と連携した森林等に関連する課題解決の支援
は必要な取組内容を見直し、箇所を選択して取り組むこと
が必要となるが、現行税額の規模で喫緊の課題等に取り組む
ことができる。

※森林税アンケートでは県民の６割超、企業の約７割が現在の
額と同じ額（個人500円、法人５％）を負担できると回答

【ケース３】
第３期に完了しなかっ
た「防災・減災のため
の里山整備」のみを実
施する場合

個人68円
法人0.7％相当
税収4.7億円/５年

• 「防災・減災のための里山整備」について、第３期までに
完了しない概ね1,500haの整備のみを実施

• 再造林の加速化やその他の必要な施策に取り組むことがで
きない。

【ケース４】
超過課税を行わない場
合

個人—
法人—
税収1.3億円/５年

• 「防災・減災のための里山整備」が430ha程度に留まる
• カーボンニュートラルの実現に向けた施策など、県として

緊急に対応が必要な施策が推進できない

税率の検討の経過（ケースごとの比較）

超過課税を行う場合は、超過課税により財源を確保しようとする事業の内容や規模、達成目標等、納税者一
人当たりの負担額などを説明し、県民の理解を得ることが必要なため、以下のケースで試算を行った。
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まとめ

○実施事業 … 事業の内容や概算事業費、成果目標等については
別紙「森林づくり県民税活用事業（案）」のとおり

○課税期間 … 令和５年度からの５年間

○税率 … 個人県民税 年額500円
法人県民税 均等割額の５％
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令和４年９月22日（木） から 令和４年10月21日（金） まで

パブリックコメント

県民説明会の開催

https://www.pref.nagano.lg.jp/rinsei/kensei/soshiki/soshiki/kencho/shinrin/publiccomment/shinrinzei.html

県ホームページでご覧いただけます。
ホーム > 県政情報・統計 > 組織・行財政 > 組織・職員 > 長野県の組織一覧（本庁） > 森林政策課紹介

パブリックコメント、県民説明会の開催 45

会場 開催日 時間 開催場所

長野 10月 ８日（土） 13：00～14：30
県長野合同庁舎 ５階会議室
（長野市大字南長野南県町686-1）

松本 10月11日（火） 18：30～20：00
県松本合同庁舎 講堂
（松本市大字島立1,020）

佐久 10月16日（日） 13：00～14：30
佐久大学６号館１階6101講義室
（佐久市岩村田2384）

上伊那 10月19日（水） 18：30～20：00
県伊那合同庁舎 講堂
（伊那市荒井3497）

令和５年度 長野県 森林税 検索

https://www.pref.nagano.lg.jp/rinsei/kensei/soshiki/soshiki/kencho/shinrin/publiccomment/shinrinzei.html
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別紙 

森林づくり県民税活用事業（案） 

【考え方】 

当該活用事業案は、県民の皆様に森林税を活用して実施する事業の概要や規模を示すものであり、 

今後、県民の皆様や市町村等の御意見を踏まえて確定する。 

【補助率の設定】 

森林整備事業：再造林の加速化 10/10、その他の森林整備９/10（一部国庫補助金の活用を含む）、 

ハード事業（施設整備）：１/２、 

ソフト事業（森林整備事業を除く人材育成・里山整備利活用）：10/10、 

上記以外のソフト事業：３/４                    を原則とする。 

 

 

Ⅰ 森林の若返り促進と安全・安心な里山づくり 

項目 事業概要 目標値 概算事業費 概算森林税額 

１ 再造林の 

加速化 

再造林等への嵩上げ

補助により主伐・再

造林を促進し若い森

林への更新を加速化 

再造林面積 

概ね 2,900ha/５年間 
概ね 37.7億円 概ね 11.3億円 

２ 防災・減災の

ための里山整備 

土砂災害や流木被害

等を防止するための

里山の間伐等整備 

間伐面積 

概ね 1,500ha/５年間 
概ね 8.3億円 概ね 4.3億円 

計 概ね 46.0億円 概ね 15.6億円 
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Ⅱ 森や緑、木のぬくもりに親しむことのできる環境づくり 

項目 事業概要 目標値 概算事業費 概算森林税額 

３ 県民が広く親

しめる里山づく

り 

県民が広く利用でき

る「開かれた里山」

の整備・仕組みづく

り 

県民が広く親しめる里山

整備利用地域の数 

概ね 50箇所/５年間 

概ね 3.2億円 概ね 2.8億円 

４ 広く県民が利

用する施設等の

木造・木質化等 

広く県民が利用する

施設や子どもの居場

所の木造・木質化等 

木造・木質化等の箇所数 

概ね 55箇所/５年間 
概ね 3.2億円 概ね 2.0億円 

５ やまほいくの

フィールドや学

校林の整備等 

 

信州やまほいく認定

園のフィールド整備

支援 

フィールド整備箇所数 

概ね 40箇所/５年間 
概ね 0.4億円 概ね 0.3億円 

学校林等の整備及び

活動支援 

学校林整備等の実施箇所

数 

概ね 30箇所/５年間 

概ね 0.3億円 概ね 0.3億円 

６ まちなかの

緑・街路樹の整

備 

 

信州まちなかグリー

ンインフラ推進計画

に基づくまちなかの

緑化・整備 

緑地整備箇所数 

概ね 10箇所/５年間 

緑地の保全延長 

概ね 32km/５年間 

概ね 1.4億円 概ね 0.9億円 

街路樹の整備 
整備延長 

概ね 20km/５年間 
概ね 0.5億円 概ね 0.5億円 

計 概ね 9.0億円 概ね 6.8億円 
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Ⅲ 森林・林業活動に取り組む多様な人材・事業体への支援 

項目 事業概要 目標値 概算事業費 概算森林税額 

７ 森林サー

ビス産業な

ど森林の多

面的利用の

支援 

（１）森林の健康利用や

森林環境教育、観光

利用等に取り組む

団体の活動支援 

（２）森林を活用した新

たなビジネスの起

業支援 

（３）森林（もり）の里

親契約の促進（企業

と地域のマッチン

グ） 

（４）森林セラピーやエ

コツーリズム等の

ガイド、森林環境教

育等の指導者、里山

管理人材等の育成 

森林サービス産業に取り

組む地域プロジェクト数 

概ね 50プロジェクト/５年間 

概ね 1.5億円 概ね 1.5億円 

（４）のうちエコツーリ

ズムガイドの育成人数 

概ね 25人/５年間 

概ね 0.1億円 概ね 0.1億円 

８ 多様な林

業の担い手

の確保・育成 

（１）森林・林業に関わ

る人材の裾野拡大 

（２）他産業との兼業や

季節的な雇用など

多様な林業の担い

手への支援 

多様な林業に関わる新規

就業者数 

概ね 200人/５年間 

概ね 1.0億円 概ね 1.0億円 

計 概ね 2.6億円 概ね 2.6億円 

 

  



4 
 

Ⅳ 市町村と連携した森林等に関連する課題の解決 

項目 事業概要 目標値 概算事業費 概算森林税額 

９ ライフラ

イン等保全

対策 

ライフライン沿いの支

障木等伐採 

整備箇所数 

概ね 150箇所/５年間 
概ね 2.2億円 概ね 2.0億円 

10 河川沿い

の支障木等

伐採 

河川沿いの支障木等伐

採 

整備箇所数 

概ね 70箇所/５年間 
概ね 2.2億円 概ね 2.0億円 

11 観光地の

景観や緩衝

帯の整備 

（１）観光地の景観整備 

 

 

（２）鳥獣被害防止のた

めの緩衝帯整備 

（１）観光地の景観整備

箇所数 

概ね 100箇所/５年間 

（２）緩衝帯の整備面積 

概ね 100箇所/５年間 

概ね 2.2億円 概ね 2.0億円 

12 病害虫被

害対策 

森林以外のエリアなど

における被害木の処理

及び枯損木の利活用の

取組 

被害木処理材積 

概ね 5,400㎥/５年間 

枯損木利活用材積 

概ね 10,000㎥/５年間 

概ね 4.2億円 概ね 3.0億円 

計 概ね 10.8億円 概ね 9.0億円 

 

 

Ⅴ 普及啓発、評価検証 

項目 事業概要 目標値 概算事業費 概算森林税額 

13 森林づくりを推進

するための普及啓

発、森林税事業 の

評価・検証 

（１）県民会議の運営など

森林税の普及啓発 

（２）事業の評価・検証 
― 概ね 0.4億円 概ね 0.4億円 

 

 


